
1. はじめに

近年，周期数十秒～数分の長周期波による船舶の荷役

障害や係留障害が，主に大規模港湾において全国的に報

告されている．この発生要因としては，港内に進入した

長周期波と船舶の係留系の固有周期との共振現象と考え

られている（平石ら，1997a；平山ら，2002）．このため，

長周期波の対策方法がこれまで多数提案されており，平

石ら（1997b）は長周期波の入射方向に対して直角な法

線で外郭施設を配置する方法を，港内長周期波影響評価

マニュアル（2004）においては，港内に自然海浜，干潟，

勾配の緩やかな人工海浜や長周期波吸収護岸などの長周

期波に対する消波機能を有する構造を配置することが有

効とされている．これらのことから，石巻港（山田ら，

2005）や秋田港で防波堤背後に配置する捨石構造による

長周期波対策施設（以下，“吸収層”と呼称）の検討が

進められ，秋田港においては現地実証試験が行われるに

至った（小澤ら，2009）．

一方，港湾よりも港の規模が小さく，水深が比較的浅

い漁港においても長周期波に起因する利用障害は生じて

おり，漁港機能を確保するため，長周期波対策が急務と

なっていることから，吸収層の整備が予定されている漁

港が多く存在する．しかし，上記のような水深条件下に

おける吸収層の現地レベルでの効果の検証は未だなされ

ていないこと，規模の小さい漁港へ吸収層を配置する上

での水域面積の狭さ等の制約が課題となっている．

これらのことから，本研究は，長周期波による漁船の

係留・荷役障害の発生が問題となっていた北海道日本海

沿岸に位置する熊石漁港を対象に，現地波浪観測を実施

し，港内擾乱現象を明らかにした．さらに，その対策方

法として，港口への外郭施設の配置，及びこれまで実施

例がない港奥の擾乱水域へ隣接した箇所を拡幅して吸収

層を配置することを提案し，仮設工の施工により実規模

での対策の効果を実証することにより，長周期波対策の

効果と配置計画の妥当性を検証することを目的とした．

2. 現地観測

（1）観測位置及び漁港整備の状況

当該漁港においては，長周期波対策として，外郭施設

（南防波堤）の延伸及び港奥の擾乱水域の隣接箇所への

吸収層の整備が計画されており，2003年以降，図-1に示

すとおり港奥の拡幅工事が進められ，2009年時点で外郭

施設が完成している．本研究において，現地観測は，表-

1に示すとおり2009年12月～2010年1月の30昼夜，図-1

に示す港外（ST-1：水深20m），港内（ST-2：水深3.0m，

ST-3：水深3.7m），及び港口（ST-4：水深 13.5m）の4地

点を対象に，DL-3型海象計を用いてサンプリング間隔

0.5秒，連続計測で実施した．ここで，上記の観測期間に

おいては，吸収層整備予定箇所に図-2に示す背後に切欠

きを有する基礎捨石による仮設工を設置し，その港口側

前面を水路状（幅19m，長さ80m，水深3.5m）として，

吸収層から10m離れた箇所を上述のST-3とした．
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一方，当該漁港においては，図-1に示したとおり，整

備前である2002年，建設過程である2003年及び2005年

にも上述のST-1及びST-2において現地観測が実施され

ており，これらのデータと合わせて，長周期波対策とし

ての外郭施設及び吸収層の効果の検証を行うこととし

た．なお，過年度の観測おいては，表-1に示すとおり，

20分間または40分間の計測が実施されている．

（2）観測期間の海象

2009年の現地観測期間の海象は，図-3に示すとおりで

ある．ここで，有義波は連続データから20分間毎のデー

タセットを作成し，ゼロアップクロス法により波高・周

期を求めたものである．また，長周期波は港内長周期波

影響評価マニュアル（2004）を参考に，2時間毎のデー

タセットを作成し，30秒～300秒を分析対象周期として

スペクトルの0次モーメントにより波高・周期を定義し
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図-1 現地観測地点及び整備過程

観測年

2002年

2003年

2005年

2009年

期　間

2002年1/11
～2002年3/14

2002年11/21
～2003年3/7

2005年1/14
～2005年3/14

2009年12/19
～2010年1/18

位　置 仕　様 機　器

港外：ST-1
（-20.5m）
港内：ST-2
（-3.0m）

20分間/
1時間毎
∆t＝0.5s DL-2型海象計

  波高：超音波式
  波向：電磁流速

DL-3型海象計
  波高：超音波式
  波向：電磁流速

40分間/
1時間毎
∆t＝0.5s

連続観測
∆t＝0.5s

上記に加えて
港内：ST-3
（-3.7m）
港口：ST-4
（-13.5m）

表-1 波浪観測の実施内容

図-2 吸収層（仮設工）断面図

図-3 現地観測期間の海象（2009年）
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ている．観測期間中においては，2009年12月31日に低

気圧通過に伴う荒天が発生し，ST-1の有義波高H1/3＝

4.56m，有義波周期T1/3＝8.6秒の海象が取得された．ま

た，同日の長周期波高は，最大HL＝0.76mであった．

一方，各地点の波向の出現状況は図-4に示すとおりで

あり，港外・港口に位置するST-1及びST-4はSW系が主

方向であり，港内のST-2及びST-3においては港口方向

であるE系に集約される特徴であった．

（3）来襲波の特性

港内擾乱の起因力となる長周期波のエネルギーレベル

を確認するため，ST-1の波浪データの内，荒天時（有義

波高H1/3≧2.0mの海象）を対象として来襲波浪の平均的

なスペクトル形状を算定した．算定方法は，上記の対象

データ毎の波浪スペクトルを求めた上で，各波浪スペク

トルをH1/3及びT1/3で規格化した無次元スペクトルを算定

し，さらに無次元スペクトルを相乗平均する方法とした．

算定した平均的なスペクトル形状は図-5に示すとおりで

あり，同図はH1/3＝1.0m及びT1/3＝8.0秒として作図した

ものである．同図から，周期30秒～300秒の長周期波の

エネルギーはほぼ平坦に分布していることがわかる．さ

らにエネルギーレベルの指標であるαLを求めたところ，

αL＝ 1.60となり，港内長周期波影響評価マニュアル

（2004）に示される標準値に近似している．このことか

ら，本漁港に来襲する長周期波のエネルギーは他港と比

較して特に大きい訳では無く，港内に進入する際に擾乱

を引き起こす何らかの要因があるものと推察される．

（4）港内擾乱の特性

荒天時の内，代表的な波浪スペクトルを図-6に示す．

同図によると，ST-1のスペクトルは周期30秒以上で明瞭

なピークは認められず，港口のST-4のエネルギーはST-1

とほぼ同程度かやや増幅する傾向である．ST-4は延伸し

た外郭施設（南防波堤）の先端に位置し，入射波向が

SW系であることから，増幅した成分は外郭施設による

反射波と推定される．

一方，港内のST-2及びST-3のスペクトルにはそれぞ

れ120秒及び60秒程度にピークが認められ，その他の周

期帯では減衰する傾向が認められる．ここで，本漁港全

体のm次モードにおける固有振動周期Tは，代表長さ

を850m（漁港の全長に相当），代表水深hを3.5m（港奥部

のST-2及びST-3に相当）と仮定すると，

の関係より表-2に示すとおりである．また，ST-3につい

ては，吸収層前面の水路長80mを代表長さと仮定すると，

基本モード（0次モード）の固有周期はT＝55秒となる．

これらのことから，ST-2のピーク周期120秒は漁港全体

のモード2，ST-3のピーク周期60秒は漁港全体のモード

4及び吸収層前面の水路の基本モードの固有周期と対応

する．したがって，港内擾乱の発生要因は，本漁港の固

有振動により上述の周期帯のエネルギーが選択的に増幅

したことによるものと考えられる．

3. 長周期波対策効果の検証

当該漁港においては，2009年度現在，長周期波対策と

して，外郭施設（南防波堤）の延伸が完了し，港奥部へ

の吸収層が仮設された状況にある．これらの施設の長周
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図-4 波向分布

図-5 平均的なスペクトル形状

図-6 荒天時の波浪スペクトルの例

モード

0

1

2

3

4

代表長さr（m）

850.0

代表水深（m）

3.5

固有振動周期（秒）

580.5

193.5

116.1

82.9

64.5

表-2 熊石漁港の固有振動周期



期波対策効果を検証するため，整備前（2002年），及び

建設過程（2003年，2004年）の現地観測値との比較を行

った．比較の方法は，風波及び長周期波それぞれについ

て，各年で共通した観測地点であるST-1及びST-2を対

象に，ST-1を基準としたST-2の波高比を波高相関により

求めることによった．なお，過年度の波浪観測の仕様は

連続計測では無く，20分間または40分間のデータである

ことから，連続計測である2009年のデータについて図-7

に示すとおり2時間，40分間，20分間のデータセットで

の相関関係を整理し，ほぼ同程度の波高となることを確

認している．

風波及び長周期波の波高比の比較図は図-8に示すとお

りである．同図によると，風波については，過年度は波

高比0.07程度であり，その内2003年がやや高い傾向が認

められ，2009年には波高比0.04程度と半減する．これら

の要因としては，2003年には港奥に西側に通じる水路が

形成され，西側から港内に波浪が進入したため波高比が

やや増大したものと推察され，2009年に波高比が低下し

た要因は外郭施設の延伸による効果と言える．

一方，長周期波については，過年度の波高比は1.2～

1.8程度であり，風波とは逆に2003年の波高比が他年度

と比較してやや小さい．また，2009年の波高比は0.6程

度と，過年度の最大値である2002年（整備前）の1.8と

比較して1/3にまで低下する．2003年に一時的に波高比

が低下した要因としては，港外西側に通じる水路により

港内副振動で増幅した長周期波が港外に逸散したことに

よるものと考えられる．さらに，2009年に波高比が低下

した要因としては，外郭施設の延伸及び吸収層の仮設工

による効果と言える．

これらのことから，港口幅を狭める防波堤の配置，及

び擾乱水域に隣接した箇所への吸収層の配置は，長周期

波対策として極めて有効であることが実証された．

4. 吸収層の反射率の推定

長周期波対策として，外郭施設の延伸及び吸収層の配

置が有効であることは先に述べたとおりである．この内，

吸収層については，現整備計画では港内静穏度をさらに

向上するため，本漁港の固有振動によるピーク周期120

秒を消波対象周期とし，目標反射率0.7を確保すること

が求められている．このため，石巻港の事例（山田ら，

2005）を参考に，現地条件（水深3.5m，波長L＝702.8m）

を勘案し，吸収層幅B＝70mとした場合（B/L＝0.1），目

標反射率0.7を確保できるものと想定している．

一方，本研究においては，背後の切欠きを含むB＝

20.7mの吸収層を仮設工として設置しており，吸収層前

面（ST-3）で波浪観測を実施している．このため，現状

における吸収層の反射率を現地レベルで検証することに

より，現整備計画の妥当性を確認できるものと考えた．

吸収層前面のST-3の波浪観測結果の内，荒天時の水位

変動波形の一例を図-9に示す．同図は，上段が観測オリ

ジナル波形であり，2～6段目はバンドパスフィルターに

より周期別（長周期波全周期帯：30～300秒，周期別：

60秒，90秒，120秒，150秒，180秒）に作成したデータ

セットである．ここで，分析対象は2時間毎のデータセ

ットとしたが，図は紙面の都合上，前半60分間を抽出し

たものである．また，周期別のデータセットは，FFTの

解像度の関係から，前後10秒の成分を含むものである．

さらに，水口（1991）を参考に久保田ら（1989）の疑

似非線形長波理論により，図-10のとおり入・反射分離

を行うことにより，反射率を求めた．入射波と反射波の

相関関係の例として，30～300秒のデータを図-11に示す．

同図から，入射波に対し反射波は減衰し，相関式の傾き

から考えると，平均的な反射率は概ね0.75であることが

わかる．

一方，石巻港の模型実験（山田ら，2005）によると，

吸収層の反射率は吸収層幅Bと前面波長Lの比B/Lとの

関係で整理されており，B/L＝0.1で反射率は極小値を取

ることが明らかとなっている．このため，上述の周期別

のデータセットから，平均反射率を求め，吸収層幅B＝

20.7m，及び水深h＝3.7m（M.S.L）における各周期の波

長LからB/Lを設定し，図-12に示すとおり整理した．な

お，図中の点線は，石巻港の事例（山田ら，2005の図-5）

における形状補正係数 0.8の場合での反射率（理論式）

である．同図から，現地の反射率は，石巻港の事例と同

様，B/Lが大きくなるにつれて反射率が低下する傾向が

認められ，反射率の値も概ね一致している．
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図-7 計測時間の違いによる長周期波高の差異（ST-2）

図-8 波高比の比較



これらのことから，捨石構造による吸収層は，長周期

波に対して一定の消波効果を有することが現地レベルで

実証されたと言える．また，吸収層幅Bについては，背

後の切欠きを含むものとして問題ないものと考えられ

る．さらに，石巻港の事例を参考に，目標反射率0.7を

確保するために必要な吸収層幅B＝70.0mとした現整備

計画は，妥当なことを実証したと言える．

5. おわりに

本研究により得られた主な結論は以下のとおりである．

・熊石漁港の港内擾乱は，漁港全体の固有振動モード

2の周期帯（120秒）の長周期波によるものである．

・港口を狭める外郭施設の配置，及び擾乱水域に隣接

した箇所への吸収層の配置は，水深の浅い漁港にお

いても長周期波対策として極めて有効である．

・吸収層の長周期波に対する反射率を現地観測値によ

り疑似非線形長波理論を用いて求め，石巻港の模型

実験の事例と概ね一致することを実規模で検証した．
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図-9 ST-3の波形の例（2009年12月31日9:00）

図-10 ST-3の入・反射波分離の例（2009年12月31日9:00）

図-11 吸収層前面の入射波と反射波の関係

図-12 吸収層の反射率特性


